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資料№２ 

(1) 処理経費

の在り方 

ア 持続可能な環境行政と市民サービスの在り方

も含めたごみ処理経費の削減の方策の検討 

 

 

 

 

 

イ 家庭系ごみ及び事業系ごみの処理手数料の適

正な料金の設定 

・家庭系ごみ：ごみ処理経費の負担率を 15％と

した平成 15 年度の基本的な考え方を踏襲 

・事業系ごみ：家庭系ごみとのバランスを考慮 

※ 消費税率の引上げ分を加味し、改定時期の

検討、周知等を適切に行うこと。 

 

ア ごみ処理経費の削減の方策については、審議会の意見等を踏ま

えて引き続き検討する。 

  なお、今後、ごみ処理経費の内訳やごみ処理手数料等などの情

報発信を行う。また、ごみの分別化や生ごみの水分を切るなどの

マナーアップによりごみ処理経費の削減につながるよう情報発

信を行う。 

 

イ 消費税率10％への引上げが平成31年10月１日に延期されたこ

とに伴い、ごみ処理手数料の改定については平成 30 年度におい

て改定時期等について検討する。  
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(2) 事業系ご

みの減量化

方策等 

 

 

 

 

 

ア 事業者の意識付け及び啓発 

（例：環境優良企業の認定による事業者のイン

センティブ、展開検査） 

 

 

 

 

イ 併せ産廃年間受入数量の制限強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 事業者の意識付け及び啓発を行う取組として、「事業系ごみ減

量化マニュアル」を事業系ごみ処理手数料の改定時期に併せて作

成し、市内事業者に配布できるよう準備を進める。 

事業者のイメージアップに結び付くなどのインセンティブを 

与える取組について、先進事例を参考に市としての取組の在り方

を検討する。 

 

イ 現在の１事業者の併せ産廃年間受入数量 50 トンを超過する可

能性のある事業所に対して、訪問や文書により指導する対応を行

った。（平成 27 年度：２件、平成 28 年度：１件、平成 29 年度 12

月末現在：０件） 

今後の減量化に向けた受入制限の新基準については、循環型社

会形成推進地域計画及び一般廃棄物処理基本計画の策定のほか、

ごみ処理手数料の改定時期及び平成 32 年度に予定している新最

終処分場の供用開始を見据えて設定する必要がある。その基礎資

料を作成するため、平成 28 年度から着手した併せ産廃である研

磨くずに係る名簿及びデータの整理を行っている。 
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(3) ３Ｒの推

進について 

 

 

 

 

 

ア 使用済小型家電拠点回収の周知 

 

 

 

イ 白色トレーなどの分別収集の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ポスター、チラシ、ホームページ、ＦＭ放送等により、継続的

に周知を図った。今後もあらゆる機会を通じてＰＲしていく。 

・平成 28 年度実績： 収集量 3,477kg、資源化量 3,182kg 

 

イ 白色トレーの分別収集については、現在、多くの民間業者が実

施している状況を調査した上で、必要な対策を講ずる。 

  その他、平成 28 年４月からかんきょう庵（平成 29 年から清掃

センター）で古着の拠点回収を始めており、平成 30 年４月から

はセトモノ及びインクカートリッジの拠点回収を行う予定 

 

 

 

 


